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第１章 検討の目的等 

第１節 目的 

近年、再生可能エネルギーの固定価格買取制度が開始されるなど、太陽光発電設備の

設置が急速に進んでいる。また、技術改良も進み、住宅用、産業用共に多種多様な太陽

電池モジュール（以下「ＰＶモジュール」という。ＰＶは Photovoltaics の略。）の設置

方法が出現している。 

太陽光発電設備は、直流電力を使用しており光がある限り発電し続けるなどの特徴が

ある。過去には太陽光発電設備が設置されている建物において、残火処理中の消防隊員

がＰＶモジュールに触れ感電する事案が発生するなど、消火活動時の消防隊員の感電危

険が危惧される。 

さらに、太陽光発電設備は、法令基準に基づき一定の防火安全性能を有する建築物に、

後から設置されることが多く、ＰＶモジュールが無秩序又は大量に設置される場合には、

延焼拡大要因、消防活動障害となることが想定され、本来確保していた建築物の防火安

全性能を低下させることも危惧される。 

また、再生可能エネルギーの利用推進を考慮すれば、一定の防火安全性を備えたＰＶ

モジュールに対して、消防関係法令による規制範囲への設置の可能性についても検証す

る必要がある。 

   本検討部会は太陽光発電設備における火災予防上の課題を整理し、具体的な防火安全

対策の検討を行う。 

 

  第２節 検討事項 

本検討部会における検討項目は次のとおりである。 

   １ ＰＶモジュールの燃焼性状の検証 

   ２ 消防活動の安全を確保したＰＶモジュールの設置方法 

   ３ 規制場所へのＰＶモジュールの設置 

   ４ 防火対象物に求める感電防止対策 
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第３節 検討体制 

学識経験者、消防行政関係者、太陽光発電設備関係団体等で構成される「太陽光 

発電設備に係る防火安全対策検討部会」を設置し、専門的見識から検討を実施した。 

  

 表１－１ 太陽光発電設備に係る防火安全対策検討部会構成員（順不同、敬称略） 

部 会 長 大宮 喜文 （東京理科大学理工学部建築学科教授） 

副 部 会 長 
西川 省吾 （日本大学理工学部電気工学科教授） 

参事兼予防課長 

部 会 員 

 

井上 貴光 （一般財団法人 電気安全環境研究所） 

遠藤 浩二 （一般社団法人 太陽光発電協会） 

穂岐山 孝司（前任者） 

神田 憲治 （一般社団法人 電気設備学会） 

岸添 義彦 （一般社団法人 太陽光発電協会） 

小林 幸信 （一般社団法人 日本電気協会） 

篠崎 祐輔 （一般財団法人 関東電気保安協会） 

下山 俊彦 （東京都電気工事工業組合） 

福井 武夫 （総務省消防庁予防課国際規格対策官（併）課長補佐） 

堀山 剛  （一般社団法人 日本建設業連合会） 

副参事（予防技術担当） 

予防課建築係長 

予防課消防設備係長 

査察課査察技術係長 

警防課消防係長 

装備安全課消防活動技術係長 

オブザーバー 

東京都都市整備局 市街地建築部建築企画課 

東京都環境局 都市エネルギー部再生エネルギー推進課 

独立行政法人 産業技術総合研究所 

田村 裕之 （総務省消防庁消防大学校消防研究センター） 

事 務 局 予防課火気電気係 

第４節 検討スケジュール 

表１－２ 検討スケジュール 

部 会 開 催 日 

第１回検討部会 平成２５年６月２８日 

第２回検討部会 平成２５年７月３０日 

第３回検討部会 平成２５年１２月４日 

第４回検討部会 平成２６年２月１３日 
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第５節 検討の流れ 

図１－１に示すフローで検討を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図１－１ 検討フロー図 

報告書（案）の検討 

太陽光発電設備に係る防火安全対策検討部会設置 

消防活動の安全を確保 

した設置方法の検討① 

 

防火対象物に求める 

感電防止対策の検討① 

【範囲、対策の種類等】 

防火対象物に求める 

感電防止対策の検討② 

【具体的方法等】 
延焼防止に対応した設置方法の検討 

消防活動時の感電リスク等の分析 

 

課題及び検討項目の検討 

第１回 

平成２５年 

６月２８日 

第２回 

平成２５年 

７月３０日 

第４回 

平成２６年 

２月１３日 

第３回 

平成２５年 

１２月４日 

委 託 

 

 

 

 

 

 

 

規制場所への設置条件の検討 

PV モジュール燃焼性状についての検討 

実 験 

 

分 析 

 

評 価 

 

ＰＶモジュール燃焼実験(案)の検討 

消防活動の安全を確保 

した設置方法の検討② 
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第２章 太陽光発電設備の概要 

第１節 太陽光発電の原理 

１ シリコン原子（ケイ素：Si）、シリコン分子の構造 

太陽電池の代表的な材料であるシリコンには、電子が１４個あり、最も外側の軌道

を回っている電子（最外殻電子）が４個ある（図２－１参照）。分子は最外殻を共有し

て結合する（図２－２参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ ｎ型半導体とｐ型半導体 

太陽電池は、ｎ型半導体とｐ型半導体をつなぎ合わせた構造をしている。 

ｎ型半導体は、シリコン原子１個をリン原子１個に置き換えたものである。リン原

子の最外殻電子は５個であるため、自由に動き回れる電子が１個存在する（図２－３

参照）。 

ｐ型半導体は、シリコン原子１個をホウ素原子に置き換えたものである。ホウ素原

子の最外殻電子は３個であるため、電子が１個不足する（図２－４参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正孔（電子が不足） 

Si 

Si Si 

Si Si 

図２－１ シリコン原子の構造 図２－２ シリコン分子の構造 

原子核 

価電子 

ｋ殻 

ｍ殻（最外殻） 

ｌ殻 

共有結合 

Si Si 

Si B 

Si Si 

Si P 

図２－３ ｎ型半導体 図２－４ ｐ型半導体 

リン原子 
－ 

過剰の電子 

（熱励起で自由に動き回れる） 

ホウ素原子 
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３ 発電原理（図２－５参照） 

   ① 太陽電池に光が当たると、その光が太陽電池の中に吸収され、ｎ型とｐ型の境界

部分で正孔と電子が発生する。 

   ② 電子はｎ型半導体のほうへ、正孔はｐ型半導体のほうへ集まる。 

   ③ 電極と負荷を接続することにより、電子が移動し、電流が流れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 太陽光発電設備の種類及び構造等 

１ 太陽光発電設備のシステム構成（図２－６、図２－７参照） 

 

 

出典）一般社団法人 太陽光発電協会“太陽光発電システム手引書” 

図２－５ 発電原理 

図２－６ 公共・産業用システム構成例 

ｎ型シリコン 

ｐ型シリコン 

－ ＋ － － ＋ ＋ 

光 光 光 

負荷 

－電極 

＋電極 

－ 

＋ 

－ 

＋ ＋ 

－ 

光 光 光 

ｐ型シリコン 

ｎ型シリコン 
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⑴ パワーコンディショナー（以下「パワコン」という。） 

     ＰＶモジュールが発生させる直流電力を最大限引き出すように制御するとともに、

交流電力に変換する。また、電力系統やパワコンに異常があったときには、商用電

力系統との連系を速やかに遮断する機能を持つ（写真２－１、写真２－２参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

写真２－１ パワコン（屋外） 写真２－２ パワコン（屋内） 

図２－７ 住宅用システム構成例 

出典）一般社団法人太陽光発電協会“太陽光発電システム手引書” 



7 

 

⑵ 接続箱 

ブロックごとに接続されたＰＶモジュールからの配線を一つにまとめるためのボ

ックス。ＰＶモジュールの周辺に設置されることが多いが、パワコンと一体になっ

ているタイプもある（写真２－３、写真２－４参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 積算電力量計 

電力会社の電力を使う買電量、電力会社へ電力を売る（逆潮流）売電量を測定す

るための電力量計（写真２－５参照）。 

 

⑷ 蓄電池 

     昼間ＰＶモジュールで発電した電力を蓄え夜間使用したい場合や、災害で電力系

統が停電した場合等に使用する（写真２－６参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

写真２－３ 接続箱（ＰＶモジュール下） 写真２－４ 接続箱（ＰＶモジュール横） 

写真２－５ 買電・売電用積算電力量計 

 

写真２－６ 蓄電池 
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２ ＰＶモジュールの種類 

ＰＶモジュールの種類は数多く存在するが、現在市場に流通しているＰＶモジュール

は、「結晶系」、「薄膜系」、「ＣＩＳ系」の３つのタイプに分類される。 

 

⑴ 結晶系ＰＶモジュール 

ア 単結晶型 

   シリコンの原子が規則正しく配列した構造をしており、単位面積当たりの発電量

が多い。しかし、高純度シリコンを多く使用することから、生産に必要なエネルギ

ー量が多く、費用が高くなる（写真２－７参照）。 

イ 多結晶型 

   単結晶シリコンが多数集まってできており、単結晶に比べ変換効率は低いが安価

に製造することができる（写真２－８参照）。 

 

 

 

⑵ 薄膜系ＰＶモジュール 

シリコン原子が不規則に集まった構造をしており、厚みを薄くすることで、使用原

料、生産に要するエネルギー、費用などの削減を図っている。大面積で量産ができる

特徴がある反面、結晶系に比べ発電効率が低い（写真２－９参照）。 

 

 

 

写真２－７ 単結晶型 写真２－８ 多結晶型 

写真２－９ 薄膜系 
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  ⑶ ＣＩＳ系ＰＶモジュール 

光吸収層のシリコンの代わりに、銅（Ｃｕ）、インジウム（Ｉｎ）、セレン（Ｓｅ）の３

つの元素を主成分としている。製造法や材料のバリエーションが豊富で、安価品から高性

能品まで対応できるのが特徴である（写真２－１０参照）。 

 

 

３ ＰＶモジュールの構造 

基本的なＰＶモジュールの構造は図２－８のとおりである。受光面のカバーガラスと

裏面の耐候性フィルムにより、電極、発電層、充填材を挟み込む構造をしている。 

 

 

 

  結晶系 

 

 

 

 

 

 

薄膜系 

 

 

 

 

 

CIS 系 

 

 

 

 

 
図２－８ ＰＶモジュールの構造 

写真２－１０ ＣＩＳ系 
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４ 設置分類 

    建築物に設置するＰＶモジュールは、設置方式、付加機能などの違いによって分類される。

設置方式とそれぞれの設置イメージ、施工写真、特徴は以下のとおりである（図２－９、表

２－１、表２－２参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２－１ 屋根、壁に設置するＰＶモジュール 

設置部位 
設置方式 

設置イメージ 施工写真 特徴 

屋根 
屋根置き型 

 
勾配屋根型 

 
 

１ 屋根材に専用の支持金
具と架台を取り付け、そ
の上にＰＶモジュールを
設置する。 

屋根 
屋根置き型 

 
陸屋根型 

 
 

１ アスファルト防水、シ
ート防水などの防水層の
上に、鉄骨台を組み、Ｐ
Ｖモジュールを設置す
る。 

２ 庁舎や学校校舎の屋上
に設置されている事例が
多い。 

屋根 
屋根建材型 

 
屋根材一体型 

  

１ 屋根材にＰＶモジュー
ルを組み込んでいる。 

２ 周辺屋根材と同じ形状
をしているので、屋根に
一体感があり、建築のデ
ザイン性を損なわない。 

図２－９ 設置方式 

壁設置型 

壁 

壁建材型 

勾配屋根型 

屋根材型 

屋根材一体型 

陸屋根型 

屋根 

トップライト型 

屋根建材型 

屋根置き型 

その他 

窓材型 

ルーバー型 

ひさし型 
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屋根 
屋根建材型 

 
屋根材型 

  

１ ＰＶモジュール自体が
屋根材としての機能を持
っている。 

２ 周辺屋根材との取合い
が可能である。 

３ 新築の住宅用で設置さ
れている場合が多い。 

屋根 
トップライト型 

 

 

１ トップライトのガラス
部に合わせガラスのＰＶ
モジュールを組み込んで
いる。 

２ トップライトとしての
採光と同時にセルによる
遮へい効果もある。 

３ セルの配置によって、
開口率を変えることが可
能。 

壁 
壁設置型 

  

１ 壁に架台などを取り付
け、その上にＰＶモジュ
ールを設置するタイプ。 

２ 中高層建物の壁面など
の有効利用が可能。 

 

壁 
壁建材型 

 
 

１ ＰＶモジュールが壁材
として機能するタイプ。 

２ セルの配置によって、
開口率を変えることが可
能。 

３ アルミサッシなど、支
持工法が選べる。 

４ 主にカーテンウォール
などに組み込まれてい
る。 
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   屋根や壁にＰＶモジュールを設置するタイプの他に、窓材型、ルーバー型、ひさし型、な

どがある。 

 

表２－２ その他に設置するＰＶモジュール 

設置部位 
設置方式 

設置イメージ 施工写真 特徴 

その他 

窓材型 

  

１ ＰＶモジュール自体が

窓ガラスの機能を有し、

ある程度の採光性、透視

性を保有する。 

その他 

ルーバー型 

  

１ ＰＶモジュール自体

が、開口部のブラインド

機能を有する。 

その他 

ひさし型 

  

１ ＰＶモジュール自体が

ひさし機能を有し、窓の

上部など建物外部に支持

金具（架台）を設けて設

置する。 

出典）一般社団法人 太陽光発電協会“太陽光発電システムの設計と施工” 

一般社団法人 太陽光発電協会“太陽光発電システム手引書” 

一般社団法人 太陽光発電協会ＨＰより作成 
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第３節 太陽光発電設備に係る現行の各種安全基準 

１ 電気関係法令 

太陽光発電設備のうち、電圧が３０Ｖ以上のものは電気工作物となり、そのなかで

出力５０ｋＷ以上は自家用電気工作物、出力５０ｋＷ未満は一般用電気工作物となる

（表２－３参照）。 

表２－３ 電気事業法関係法令 

分類 
関係法令 

・条項 
概要 

電気工作物の定義 

法第２条 

発電、変電、送電若しくは配電または電気の使用のた

めに設置する機械、器具、ダム、水路、貯水池、電線

路その他の工作物（船舶、車両又は航空機に設置され

るものその他の政令で定めるものを除く） 

令第１条 

電気工作物から除かれる工作物を次のように規定 

「30V 未満の電気的設備であって、30V 以上の設備と

電気的に接続されていないもの」 

＊負荷設備を含めて回路内の最高電圧が30V以上の太

陽光発電設備はすべて電気工作物となる。 

一般用電気工作物 

 

法第 38 条 

 

次に掲げる電気工作物 

ただし、小出力発電設備以外の発電用の電気工作物と

同一の構内（これに準ずる区域内を含む）に設置する

もの又は爆発性若しくは引火性のものが存在するた

め電気工作物による事故が発生する恐れが多い場所

であって、経済産業省令で定めるものに設置するもの

を除く。 

一 他の者から経済産業省令で定める電圧以下の電

圧で受電し、その受電の場所と同一の構内において

その受電に係る電気を使用するための電気工作物

（これと同一の構内に、かつ、電気的に接続して設

置する小出力発電設備を含む）であって、その受電

のための電線路以外の電線路によりその構内以外

の場所にある電気工作物と電気的に接続されてい

ないもの。 

二 構内に設置する小出力発電設備（これと同一の構

内に、かつ、電気的に接続して設置する電気を使用

するための電気工作物を含む）であって、その発電

に係る電気を 600V 以下の電圧で他の者がその構内

において受電するための電線路以外の電線路によ
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りその構内以外の場所にある電気工作物と電気的

に接続されていないもの。 

則第 48 条 

4 「小出力発電設備」とは次のとおりとする。ただ

し、次の各号に定める設備であって、同一の構内に

設置する次の各号に定める他の設備と電気的に接

続され、それらの設備の出力の合計が 50ｋW以上と

なるものを除く。 

 一 太陽電池発電設備であって出力50ｋW未満のも

の。 

 二 風力発電設備であって出力 20ｋW未満のもの。 

 三 水力発電設備であって出力 10ｋW未満のもの

（ダムを伴うものを除く）。 

 四 内燃料を動力とする火力発電設備であって出

力 10ｋW 未満のもの。 

 五 燃料電池発電設備（固体高分子型のものであっ

て、最高使用圧力が 0.1MPa 未満のものに限る） 

事業用電気工作物 法第 38 条 一般用電気工作物以外の電気工作物 

自家用電気工作物 法第 38 条 
電気事業の用に供する電気工作物および一般用電気

工作物以外の電気工作物 

法：電気事業法 令：電気事業法施行令 則：電気事業法施行規則 

 

２ 建築関係法令 

現在、建築物の多くは耐火建築物であり、外装材は不燃材となっている。太陽光発

電設備は、不燃材であるガラスをＰＶモジュールの表面材に用いており、ＰＶモジュ

ールの裏側になる屋根や外壁に当たる部分で耐火性能を満足させている（表２－４参

照）。 

表２－４ 建築関係法令 

分類 関係法令・条項 概要 

防火地域 

準防火地域 

法第 61～67 条 

令第 113 条 

令第 136 条の 2 

S62 告第 1905 号 

防火地域、準防火地域を定め、建築物の延べ

面積および階数によって耐火建築物、もしく

は耐火建築物または準耐火建築物とすること

を指定、もしくはそれらの地域での屋根の規

定（不燃材料）をしている。 

指定区域 
法第 22 条 

S62 住指発 265 号 

特定行政庁が指定する区域内では屋根は不燃

材料で造り、または葺かなくてはならない。 

特殊建築物 
法第 2条第二号 

法第 24 条 

特殊建築物は用途別に当該用途を設ける階及

びその用途に供する部分の床面積等に応じて
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法第 27 条 

令第 115 条の 2の 2 

令第 115 条の 3 

耐火建築物、若しくは準耐火建築物とするこ

とを指定している。法第 24 条は、木造の特殊

建築物の外壁及び軒裏で延焼のおそれのある

部分の防火構造を規定している。 

大規模の木造

建築物 
法第 25 条 

延べ面積が 1000ｍ2を超える木造の建築物は

外壁及び軒裏で延焼のおそれのある部分を防

火構造とし、屋根を不燃材料とし、又は葺か

なければならないことを規定。 

建築物の階数

と部分による

耐火性能 

法第 2条第七号、第九号の

二、三 

令第 107 条 

令第 107 条の 2 

S39 告第 1675 号 

H5 告第 1453 号 

建築物の階数と外壁、間仕切壁、柱、床、梁、

屋根などの部分によって耐火性能（耐火時間

等）を指定している。 

延焼の恐れの

ある部分の防

火措置 

法第 2条第六号 

令第 109 条 

道路中心線、隣地境界線、同一敷地内におけ

る 2 棟以上の棟相互の外壁間の中心線から建

築物の部分が 1階は 3m以下、2階は 5m 以下の

距離にあるものについては延焼のおそれのあ

る部分として、外壁、開口部などの防火措置

を定めている。 

防火区画に接

する外壁など

の構造 

法第 36 条 

令第 112 条第 10 項 

防火区画の床、間仕切壁に接する外壁などは、

建築物その他の部分への延焼防止のために耐

火構造の壁、庇または防火戸の設置を定めて

いる。 

風圧力、積雪

荷重、地震力

などに対する

構造強度 

法第 20 条 

法第 36 条、 

令第 37～39 条の 2 

令第 83～88 条 

S46 告第 109 号、S56 告第

1101 号、S56 告第 1793 号 

建築物に作用する風圧力、積雪荷重、地震力

などの外力に対しての安全性を確保するた

め、外壁、間仕切壁、柱、梁、屋根などの構

造上主要な部分の構造計算に関する基準およ

び屋根葺材などの緊結方法などを定めてい

る。 

 

法：建築基準法  令：建築基準法施行令  告：建設省告示（現国土交通省） 住指発：建設省通知（現国土交通省） 
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国土交通省からは、太陽光発電設備に係る通知が発出されている。主なものは以下

のとおりである（表２－５参照）。 

表２－５ 太陽光発電設備に係る国土交通省の通知 

名称 文書番号 概要 

「太陽光発電設備等に係る建築

基準法の取扱いについて」 

国住指第 4936 号 

平成 23 年 3 月 25 日 

①工作物からの除外について 

②土地に自立して設置する場合

の取扱い 

③屋上に設置される場合の高さ

の算定に係る取扱い 

「既存建築物の屋上に太陽光

発電設備を設置する際の建築

基準法の取扱いについて」 

国住指第 1152 号 

平成 24 年 7 月 4 日 

①建築設備に該当 

②設置に際しての建築確認の要

否について 

国住指：国土交通省通知 

 

３ 消防関係法令 

直接の規制はないが、窓材型、ルーバー型のＰＶモジュールが、窓や外壁に設置さ

れた場合は、消防法施行規則第５条の２の規定から無窓階と判定される。共同住宅等

で総務省令第４０号※１を適用する場合は、開放廊下の有効開口、耐火構造に影響す

る。また、屋上に設置する場合は、変電設備等からの距離に影響がある（表２－６参

照）。 

表２－６ 消防法関係法令 

分類 関係法令・条項 概要 

各種消防設備設置

の緩和要件 

法第 17 条、令第 11条、 

令第 19 条、令第 20条 

令第 25 条 

屋内消火栓設備、屋外消火栓設備、動力

消防ポンプ設備、避難器具などの各種消

防設備設置を緩和する要件の一つに建

築物の構造が耐火建築物であることを

規定している。 

消火用高架水槽の

設置場所 
令第 11 条第 3項 

火災等の災害のおそれが尐ない箇所（高

架水槽が鋼製以外の場合、水槽面から建

築物の外壁まで水平距離５ｍ以下が確

保され、かつ、周囲に可燃物が無い）に

設けることを規定している。 

無窓階の判定 則第 5条の 2 
避難上又は消火活動上有効な開口部を

有しない階を規定している。 

給湯設備、ボイラ

ー、ヒートポンプ

冷暖房設備等で入

条例第 3条第 1項第 12号の 2 

条則第 3条の 3第 2項 

屋外又は主要構造部分を不燃材料とし

た建築物の屋上に設置する炉等の周囲

には３ｍ以上の空間を保有することを
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力合計が 350kW 以

上の炉等 

規定している。（ただし、炉を設置する

部分にスプリンクラー設備、泡消火設備

等を設置した場合は、周囲の空間は要し

ない。） 

変電設備等の設置

場所 

条例第 11条第 2項 

審第 3章第 2節第 16 

屋外に設ける変電設備等については、隣

接する建築物等から 3m以上離れている

ことを規定している。 

外壁相互間の距離 審第 2章第 1節第 4 

外壁相互の距離によって接続部分の 3m

以内を耐火構造または防火構造とする

ことを規定している。 

法：消防法 令：消防法施行令 則：消防法施行規則 条例：火災予防条例（東京都）  

条則：火災予防条例施行規則（東京都） 審：東京消防庁予防事務審査・検査基準 

※１ 平成１７年３月２５日 総務省令第４０号 「特定共同住宅等における必要とされ

る防火安全性能を有する消防の用に供する設備等に関する省令」 
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４ 太陽光発電設備に関する安全規格 

太陽光発電設備に関する規格は国や地域によって異なるが、日本では主にＪＩＳ規

格で運用されており、その安全性能は、JISC8992-1&2 で規定されている（表２－７参

照）。 

表２－７ 太陽光発電設備に関する安全規格 

対象 種類 IEC 規格 
地域規格 

北米 欧州 日本 

Ｐ Ｖ モ

ジ ュ ー

ル 

性能認証

規格 

結晶系： 

IEC61215 

薄膜系： 

IEC61646 

集光型： 

IEC62108 

北米ではあ

まり要求さ

れない 

欧州市場でバイ

ヤーが要求 

結晶系： 

JISC8990 

薄膜系： 

JISC8991 

安全性認

証規格 

構造審査規格： 

IEC61730-1 

試験規格： 

IEC61730-2 

UL1703 EN61730-1&2 JISC8992-1&2 

BOS 製品 

システム

の設置・安

全性要件 

IEC62548(CDV) 
NEC( 全 米 電

気工事基準) 
各国ごとに要求 

JISC8954 8955 、

8956 

ケーブル 規格なし 
UL854、UL 

subject 

EN 規格原案 

 (AK411.2.3) 

JCS4517(日本電線

工業会規格、電気

用品安全法、電気

事業法) 

コネクタ 規格なし UL1703/489 EN50521 

IEC61730-1 7.3 項

(モジュール部品

に対する要求)を

代用 

イ ン バ

ータ 

製品安全

規格 
IEC62109-1&2 UL1740 

EN50178(IEC621

03:パワーエレ

クトロニクス製

品要求事項) 

JET 認証：電気用品

の技術基準別表第

八を準用 

EMC 規格 
IEC61000 シリ

ーズ 
FCC 規格 

EN61000 シリー

ズ 
JIS61000 シリーズ 

系統連系

規格 
IEC61727 

IEEE1547-1&

2、Rule21 
各国ごとに要求 

JEAC9701( 系 統 連

系規程)、電気設備

技術基準の解釈、

電力品質に係る系

統連系技術要件ガ

イドライン 

出典)一般財団法人 電気安全環境研究所“太陽電池モジュールの認証試験規格と試験所認定”より作成 
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５ ＰＶモジュールの安全適格性確認-第２部：試験に関する要求事項（JIS C 8992-2）

における安全試験項目 

      現在ＪＩＳ規格において、ＰＶモジュールに要求している感電危険試験及び火災危

険試験は以下のとおりである（表２－８参照）。 

表２－８ ＰＶモジュールの安全試験 

カテゴリー 試験項目 目的 

感電危険試験 

10.2 接近性試験 
絶縁していない電気的結線が、人に対する感電の危

険とならないか試験する。 

10.3 切断性試験 

重合材で作られたＰＶモジュールのすべての受光
面及び裏面が、人を感電の危険にさらすことなく、設
置及び保守における通常の取り扱いに耐え得るかど
うか調べる。 

10.4 接地連続性試

験 

太陽光発電設備において、露出した導電性の表面を
適切に接地できるように、ＰＶモジュールのすべての
露出した導電性表面と製造業者の指示する設置点と
の間に導通があることを調べる。この試験は、ＰＶモ
ジュールが金属筐体、金属の接続箱などの露出した導
電部をもつ場合にだけ行う。 

10.5 インパルス電

圧試験 

ＰＶモジュールの充てん材などの固体絶縁物が、過
電圧に耐える能力を評価する。この試験には、低圧機
器の開閉による過電圧も評価対象として含める。 
注記 ＰＶモジュールをフレームなしで販売してい
る場合を除き、この試験は、フレーム付きの状態で実
施する。 

10.6(直流)耐電圧

試験 

ＰＶモジュールが通電部分と筐体外部との間で十
分に絶縁しているかを評価する。この試験は、ＰＶモ
ジュールに対して室温（JISC60068-1 参照）で、かつ、
相対湿度 75％以下で実施する。 

火災危険試験 

10.7 温度試験 

ＰＶモジュールの構成に用いている様々な部品及
び材料の適切な使用法を確立するために、最大温度を
評価する。 

10.8 火災試験 

これらの要求事項は、屋根被覆材料として用いる

か、又は建物の既設の屋根上に取り付けるかを問わ

ず、ＰＶモジュールに適用する基本的な耐火性能を規

定する。ＰＶモジュールは、火災にさらされる可能性

があるため、設置した建物の外部が発生源である火災

にさらされた場合の防火性能を表示することが必要

である。ＰＶモジュールは試験後には機能しなくても

よい。 

火災安全等級は、火災安全等級 A（最高の防火性）、

火災安全等級 B及び火災安全等級 C（基本的な耐火性）

に分類している。最低限の耐火格付けの火災安全等級

Cはすべての建物に取り付けられるＰＶモジュールに

不可欠である。特定用途の要求事項を満たすために

は、もっと高い水準の認証を検討してもよい。 

10.9 逆電流過負荷

試験 

ＰＶモジュールには、絶縁した導電性部材が入って

いる。タブ及びセルは、逆電流故障条件において、過
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電流保護装置が回路を遮断する前に、エネルギーを熱

として強制的に放散させなければならない。この試験

は、逆電流故障条件における発火又は火災の危険性を

調べることを目的とする。 
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第３章 太陽光発電設備の現状 

第１節 太陽光発電設備の普及状況 

１ 国内における太陽光発電設備導入容量の推移 

   平成２１年から平成２５年１１月末までの太陽光発電設備の累計導入設備容量は図

３－１のとおりである。 

非住宅用、住宅用共に導入設備容量は毎年増加している。特に非住宅用は、平成２

４年７月１日より開始された「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」により、産

業用やメガソーラー等の中規模～大規模のシステムが導入され、大幅に伸びている。 

 

 

 

図３－１ 国内における太陽光発電設備導入容量 

 

出典）経済産業省資源エネルギー庁 “再生可能エネルギー発電設備の導入状況について” 

経済産業省資源エネルギー庁 “太陽光発電システム等の普及動向に関する調査”より作成 
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２ 東京都における太陽光発電設備導入容量 

    平成２４年７月から平成２５年１１月末までの、東京都における太陽光発電設備導

入容量の合計は図３－２のとおりである。 

   住宅については、多くの発電量を得るために屋根全面にＰＶモジュールを敷き詰め

る屋根建材型のタイプが普及し始め、非住宅用についても、ビルの屋上等を有効に活

用する取り組みや大規模施設の建設も進んでいる。 

   

 

 

 

図３－２ 東京都における太陽光発電設備導入容量 

 

出典）経済産業省資源エネルギー庁“再生可能エネルギー設備認定状況”より作成 
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第２節 太陽光発電設備に係る火災状況 

太陽光発電設備に係る火災は、ＰＶモジュールが出火原因のものはほとんどなく、接続

箱、パワコン等から出火するなど通常の電気火災と同様である。 

 

全国における太陽光発電設備に係る出火箇所別火災件数及び、東京消防庁管内における

太陽光発電設備に係る火災件数は以下のとおりである（表３－１、表３－２参照）。 

 

表３－１ 全国における太陽光発電設備に係る出火箇所別火災件数 

  
出火箇所 

モジュール 接続箱 パワコン 接続ケーブル 昇圧ユニット 発電モニター 

20 年 - 2 - - - - 

21 年 - 1 5 - 1 - 

22 年 - 1 - - - - 

23 年 1 1 5 - - - 

24 年 - 1 4 1 - 1 

25 年 2 2 - 2 - - 

計 3 8 14 3 1 1 

出典）NITE“事故情報データベース”（原因調査が終了した事故のみ平成２６年２月１０日現在）及び 

消費者庁“製品事故情報報告・公表制度”より件数を抽出し作成 

 

表３－２ 東京消防庁管内における太陽光発電設備に係る火災件数 

  火災件数 概           要 

20 年 ― ‐ 

21 年 １ パワコン内配線接続部の接触部過熱 

22 年 ― ‐ 

23 年 ― ‐ 

24 年 １ パワコン内に雤漏りの雤水が入り基盤上でトラッキング 

25 年 １ 施工中の誤配線により短絡して出火 

計 ３   
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（参考）東京消防庁管内における建物屋上で出火した火災件数 

平成２０年から平成２５年までの６年間の、東京消防庁管内における建物屋上で

出火した火災件数、種別等は表３－３のとおりである。 

毎年２０～３０件程発生しており、全建物火災件数に対する割合は１％程度を占

めている。これらの火災により、屋上に設置された太陽光発電設備が延焼する可能

性は十分考えられる。 

 

 

   表３－３ 東京消防庁管内における建物屋上で出火した火災件数 

 

屋上

火災

件数 

火災種別 

建物火災

全体件数 

屋上火災

の割合 
建物 

その他 

部分焼 ぼや 

20 年 23 1 11 11 
3731 0.6% 

21 年 30 8 11 11 
3493 0.9% 

22 年 20 2 6 12 
3214 0.6% 

23 年 27 4 8 15 
3247 0.8% 

24 年 33 6 5 22 
3346 1.0% 

25 年 34 1 11 22 
3125 1.1% 

計 167 22 52 93 
  

※平成２５年の数値は速報値で、後日変更される場合がある。 

 

 

  



25 

 

第４章 太陽光発電設備に係る課題 

第１節 防火対象物への普及に伴う課題 

   出力が１ＭＷ（メガワット）を超えるメガソーラーや新たなＰＶモジュールの設置箇所

（外壁、窓等）の出現により、太陽光発電設備の大規模化・多様化が進んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 課題に係る検討項目 

本検討部会では、これらの課題を解決するため、次の事項について検証及び検討を行っ

た。 

１ ＰＶモジュールの燃焼性状の検証 

  ２ 消防活動の安全を確保したＰＶモジュールの設置方法 

  ３ 規制場所へのＰＶモジュールの設置 

  ４ 防火対象物に求める感電防止対策 

 

 

○ 大規模化（PV モジュールで覆われる面積の増加）による防火安全性能 

上の懸念及び法令との整合 

 

○ 設置数増加及び新たな箇所（外壁、窓等）への設置による消防活動時の

感電危険の増大 

普及に伴う問題点 

○ PV モジュール設置による防火対象物の延焼拡大危険の検証 

○ 太陽光発電設備が設置される防火対象物における消防活動時の感電防

止対策の検討 

課 題 


